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貸 借 対 照 表 

（2010 年 3 月 31 日） 

       （単位：円）  

資産の部         

Ⅰ 固定資産         

１ 有形固定資産         

  土地   6,025,082,000      

      建物 3,342,746,577        

       減価償却累計額 △410,260,530  2,932,486,047      

      構築物 75,988,953        

       減価償却累計額 △33,680,537  42,308,416      

      工具器具備品 202,156,521        

       減価償却累計額 △66,514,526  135,641,995      

      図書   1,761,169,926      

      美術品・収蔵品   6,565,005      

      建設仮勘定   8,468,642      

      有形固定資産合計   10,911,722,031      

         

２ 無形固定資産         

      ソフトウェア   6,512,858      

      電話加入権   72,000      

      無形固定資産合計   6,584,858      

         

  ３ 投資その他の資産         

      長期貸付金 13,746,500        

       貸倒引当金 △710,325  13,036,175      

      長期未収入金   4,638,819      

      投資その他の資産合計   17,674,994      

       固定資産合計     10,935,981,883    

         

Ⅱ 流動資産         

     現金及び預金   948,180,963      

     その他未収入金   3,170,887      

     前渡金   126,000      

     未収収益   1,288,767      

        流動資産合計     952,766,617    

        資産合計       11,888,748,500  
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負債の部         

Ⅰ 固定負債         

     資産見返負債         

      資産見返運営費交付金等 593,220,207        

      資産見返補助金等 459,063        

      資産見返寄附金 51,983,923        

      資産見返物品受贈額 1,728,029,149        

      建設仮勘定見返運営費交付金 8,468,642  2,382,160,984      

     長期寄附金債務   61,199,303      

     退職給付引当金   4,496,460      

     長期リース債務   47,018,689      

       固定負債合計     2,494,875,436    

         

 Ⅱ 流動負債         

     運営費交付金債務   171,908,559      

     寄附金債務   10,379,016      

     未払金   292,356,670      

     リース債務   20,382,223      

     未払費用   2,742,560      

     前受金   2,314,800      

     預り金   12,159,118      

     預り科学研究費補助金等   539,449      

     賞与引当金   21,338,054      

      流動負債合計     534,120,449    

       負債合計       3,028,995,885  

         

         

純資産の部         

 Ⅰ 資本金         

     地方公共団体出資金   8,813,900,000      

       資本金計     8,813,900,000    

 Ⅱ 資本剰余金         

     資本剰余金   6,637,005      

     損益外減価償却累計額   △349,094,721      

       資本剰余金合計     △342,457,716    

 Ⅲ 利益剰余金         

     教育研究の質の向上及び組織 

運営の改善目的積立金 
  

 

260,844,273 
     

     当期未処分利益   127,466,058      

     （うち当期総利益    127,466,058 ）    

       利益剰余金合計     388,310,331    

     純資産合計       8,859,752,615  

       負債純資産合計       11,888,748,500  
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損 益 計 算 書 

（2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日） 

       （単位：円） 

経常費用        

業務費        

教育経費   157,692,474     

研究経費   43,507,651     

教育研究支援経費   95,754,010     

受託事業費   390,494     

役員人件費   66,289,106     

教員人件費        

常勤教員 1,193,881,414       

非常勤教員 132,289,567  1,326,170,981     

職員人件費        

常勤職員 349,361,267       

非常勤職員 135,566,846  484,928,113  2,174,732,829   

一般管理費     172,505,322   

財務費用        

 支払利息     2,038,842   

経常費用合計       2,349,276,993 

        

経常収益        

運営費交付金収益     1,192,176,952   

授業料収益     939,403,555   

入学金収益     187,780,500   

検定料収益     39,076,400   

受託事業等収益        

国又は地方公共団体からの受託事業等収益     837,500   

寄附金収益     17,454,525   

資産見返負債戻入        

資産見返運営費交付金等戻入   38,563,423     

資産見返寄附金戻入   1,562,204     

資産見返物品受贈額戻入   17,306,752  57,432,379   

財務収益        

受取利息   2,171,088     

その他財務収益   41,817  2,212,905   

雑益        

財産貸付料収入   6,702,240     

講習料収入   3,447,500     

研究関連収入   7,683,000     

その他   12,347,036  30,179,776   

経常収益合計       2,466,554,492 

経常利益       117,277,499 

        

臨時利益        

貸倒引当金戻入益   130,050     

その他臨時収益   10,058,509  10,188,559  10,188,559 

        

当期純利益       127,466,058 

当期総利益       127,466,058 
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キャッシュ・フロー計算書 

（2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー     

     原材料、商品又はサービスの購入による支出   △225,912,049  

     人件費支出   △1,795,410,829  

     その他の業務支出   △159,851,979  

     運営費交付金収入   1,242,526,000  

     授業料収入   961,885,150  

     入学金収入   187,780,500  

     検定料収入    39,076,400  

     受託事業等収入   680,000  

     寄附金収入   9,885,330  

     その他収入   33,262,508  

     預り金等の増減   △419,794  

   業務活動によるキャッシュ・フロー   293,501,237  

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

     有形固定資産の取得による支出   △123,620,778  

     長期貸付金の返済による収入   4,174,300  

     定期預金の預入による支出   △1,100,000,000  

     定期預金の払戻による収入   950,000,000  

         小  計   △269,446,478  

     利息及び配当金の受取額   1,078,897  

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △268,367,581  

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

     リース債務の返済による支出   △14,114,999  

         小  計   △14,114,999  

     利息の支払額   △1,955,755  

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △16,070,754  

     

Ⅳ  資金増加額   9,062,902  

Ⅴ  資金期首残高   439,118,061  

Ⅵ  資金期末残高   448,180,963  
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利益の処分に関する書類 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

Ⅰ 当期未処分利益    127,466,058 

当期総利益  127,466,058   

     

Ⅱ 利益処分額     

地方独立行政法人法第 40条第 3項により設立団体の長の 

 承認を受けた額 
    

     教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金  127,466,058  127,466,058 
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行政サービス実施コスト計算書 

（2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ 業務費用       

   （１）損益計算書上の費用       

     業務費 2,174,732,829      

     一般管理費 172,505,322      

     財務費用 2,038,842  2,349,276,993    

       

   （２）（控除）自己収入等       

       授業料収益 △939,403,555      

     入学金収益 △187,780,500      

     検定料収益 △39,076,400      

     受託事業等収益 △837,500      

     寄附金収益 △17,454,525      

     財務収益 △2,212,905      

     雑益 △22,496,776      

     資産見返運営費交付金等戻入 △2,894,267      

     資産見返寄附金戻入 △1,562,204      

     臨時利益 △10,188,559  △1,223,907,191    

    業務費用合計     1,125,369,802  

       

Ⅱ 損益外減価償却相当額     111,661,908  

       

Ⅲ 引当外賞与増加見積額     △1,342,413  

       

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額     △47,477,423  

       

Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用   118,955,462  118,955,462  

       

Ⅵ 行政サービス実施コスト     1,307,167,336  
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金及び国際交流事業等中期計画期間中に執行する経費の一部については、運営費交付金と業務

の実施が期間的に対応していないこと、また業務の性質上、業務達成度合いや進捗度合いを測定する客観的な尺

度を設定することが困難であることから、費用進行基準を採用しています。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       ７年～５０年 

     構築物      ２年～６０年 

     工具器具備品   ３年～ ６年 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してい

ます。 

 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額を計上しています。なお、賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞

与に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末における引当外賞与見積

額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除して計算しています。 

 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員の退職給付に備えるた

め、期末自己都合退職金要支給額に基づき退職給付引当金を計上しています。なお、退職一時金のうち、運営費

交付金により財源措置がなされるものについては、退職給付に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８

６第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

 

 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）地方自治体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   ２０１０年３月末における１０年利付国債の利回りを参考に１．３９５％で計算しています。 

 

 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 

 

８．消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
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９．重要な会計方針の変更 

（１）地方独立行政法人会計基準 

   当事業年度より、改訂後の地方独立行政法人会計基準等（「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政

法人会計基準注解」）を適用して財務諸表を作成しています。 

   地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴う重要な会計方針の変更と当該変更による財務諸表への影響は次の

とおりです。 

①�  引当外賞与増加見積額 

    当事業年度から、運営費交付金により財源措置がなされるため引当金を計上していない賞与増加見積額を、

行政サービス実施コスト計算書に「引当外賞与増加見積額」として計上しています。これにより、前事業年度

までの方法に比べて行政サービス実施コストが 1,342,413 円減少しています。 

  ② 資本及び純資産 

    当事業年度の資本については純資産として表示しています。これによる損益への影響はありません。 

    従来の資本の部の合計に相当する金額は 8,859,752,615 円です。 

  ③ 業務費及び一般管理費の計上区分の変更 

    当事業年度から、業務費及び一般管理費の計上区分を変更しています。 

    当該変更により、前事業年度と同様の方法によった場合と比較して、教育経費が 20,213,804 円、研究経費

が 7,432,276 円、教育研究支援経費が 5,713,270 円増加し、一般管理費が 33,359,350 円減少しています。な

お、当期総利益に与える影響はありません。 

 

 （２）固定資産の減損 

    当事業年度より、固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準等（「固定資産の減損に係る地方独立行

政法人会計基準」及び「固定資産の減損に係る地方独立行政法人会計基準注解」）を適用しています。これに

よる損益及び資本に与える影響はありません。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、993,045,466 円、運営費交付金から充当されるべき賞与見積

額は、84,488,357 円です。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

   経常損益においてファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△1,364,904 円であり、当該影響額を除い

た当期総利益は 128,830,962 円です。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳   

 現金及び預金 948,180,963 円  

 定期預金 △500,000,000 円  

      資金期末残高 448,180,963 円  

    

２ 重要な非資金取引   

 (1) 寄附受による資産の増加 2,226,528 円  

 (2) ファイナンス・リースによる資産の取得 64,674,435 円  

 

 

Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 資産見返運営費交付金等戻入△2,894,267 円は、授業料を財源として取得した資産に伴うものです。 

２ 引当外退職給付増加見積額には、神戸市からの派遣職員に係る引当外退職給付増加見積額 16,913,085 円が含まれて

います。 

３ 機会費用はすべて設立団体にかかるものです。 
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Ⅵ 減損会計の適用について 

 減損の兆候が認められた固定資産 

 １．電話加入権 

 （１）用途（通信設備）、種類（電話加入権）、帳簿価額（4,000 円）、数量（18回線）、総額（72,000 円） 

 （２）減損の兆候の概要（固定資産の市場価格が著しく下落しております。） 

 （３）正味売却価額（2,000 円）は帳簿価額から 50％以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価

格 37,800 円）が帳簿価額（4,000 円）を上回るため、減損の認識は行ないませんでした。 

 

Ⅶ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

Ⅷ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書   
（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費（第８４「特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損

損失の明細 

 

        （単位：円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

減価償却累計額 減損損失累計額 
差引当期末 

残高 
摘要 

 当期償却額  
当期 

損益内 

当期 

損益外 

有形固定資産 

（特定償却資

産） 

建物 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 349,094,721 111,661,908 － － － 2,439,723,279  

計 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 349,094,721 111,661,908 － － － 2,439,723,279  

有形固定資産 

（特定償却資

産以外） 

建物 429,658,131 124,270,446 － 553,928,577 61,165,809 31,552,308 － － － 492,762,768  

構築物 63,692,000 12,296,953 － 75,988,953 33,680,537 4,137,954 － － － 42,308,416  

工具器具備品 107,098,436 95,058,085 － 202,156,521 66,514,526 32,027,292 － － － 135,641,995  

図書 1,735,380,817 27,634,108 1,844,999 1,761,169,926 － － － － － 1,761,169,926  

計 2,335,829,384 259,259,592 1,844,999 2,593,243,977 161,360,872 67,717,554 － － － 2,431,883,105  

非償却資産 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

美術品・収蔵品 6,565,005 － － 6,565,005 － － － － － 6,565,005  

建設仮勘定 50,790,950 8,468,642 50,790,950 8,468,642 － － － － － 8,468,642  

計 6,082,437,955 8,468,642 50,790,950 6,040,115,647 － － － － － 6,040,115,647  

有形固定資産

の合計 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

建物 3,218,476,131 124,270,446 － 3,342,746,577 410,260,530 143,214,216 － － － 2,932,486,047  

構築物 63,692,000 12,296,953 － 75,988,953 33,680,537 4,137,954 － － － 42,308,416  

工具器具備品 107,098,436 95,058,085 － 202,156,521 66,514,526 32,027,292 － － － 135,641,995  

図書 1,735,380,817 27,634,108 1,844,999 1,761,169,926 － － － － － 1,761,169,926  

美術品・収蔵品 6,565,005 － － 6,565,005 － － － － － 6,565,005  

建設仮勘定 50,790,950 8,468,642 50,790,950 8,468,642 － － － － － 8,468,642  

計 11,207,085,339 267,728,234 52,635,949 11,422,177,624 510,455,593 179,379,462 － － － 10,911,722,031  

無形固定資産 
ソフトウェア 16,706,834 － － 16,706,834 10,193,976 3,397,992 － － － 6,512,858  

電話加入権 72,000 － － 72,000 － － － － － 72,000  

計 16,778,834 － － 16,778,834 10,193,976 3,397,992 － － － 6,584,858  

投資その他の

資産 
長期貸付金 17,920,800 － 4,174,300 13,746,500 － － － － － 13,746,500  

貸倒引当金 △840,375 － △130,050 △710,325 － － － － － △710,325  

長期未収入金 － 4,638,819  4,638,819      4,638,819  

計 17,080,425 4,768,869 4,174,300 17,674,994 － － － － － 17,674,994  
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（２）たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（３）有価証券の明細 

（３）－１ 流動資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（３）－２ 投資その他の資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（４）長期貸付金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

育英会奨学金 17,920,800 － 4,174,300 － 13,746,500  

    

 

（５）長期借入金の明細 

  該当事項はありません。 

 

 

（６）引当金の明細 

（６）－１ 引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
 目的使用 その他 

賞与引当金 － 21,338,054 － － 21,338,054  

 

 

（６）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 
貸付金の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

育英会奨学金 17,920,800 △4,174,300 13,746,500 840,375 △130,050 710,325  

   （注）債権の貸倒に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

 

 

（６）－３ 退職給付引当金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

退職給付債務 2,164,320 2,332,140 － 4,496,460  

未認識過去勤務債務及び 

未認識数理計算上の差異 
－ － － －  

退職給付引当金 2,164,320 2,332,140 － 4,496,460  

 

 

（７）保証債務の明細 

該当事項はありません。 
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（８）資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

資本金 
地方公共団体出資金 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

計 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

資本剰余金 

無償譲与 6,637,005 － － 6,637,005  

計 6,637,005 － － 6,637,005  

損益外減価償却累計額 △237,432,813 △111,661,908 － △349,094,721  

差引計 △230,795,808 △111,661,908 － △342,457,716  

  

 

（９）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（９）－１ 積立金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
111,212,407 149,631,866 － 260,844,273  

 （注）当期増加額は、2008 年度の利益処分によるものです。 

 

 

（９）－２ 目的積立金取崩しの明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１０）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１０）－１ 運営費交付金債務 

（単位：円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小 計 

2007年度 133,667,825 － 15,848,447 6,930,000 － － 22,778,447 110,889,378 

2008年度 76,821,117 － 15,801,936 － － － 15,801,936 61,019,181 

2009年度 － 1,242,526,000 1,160,526,569 73,530,789 8,468,642 － 1,242,526,000 － 

合計 210,488,942 1,242,526,000 1,192,176,952 80,460,789 8,468,642 － 1,281,106,383 171,908,559 

 

 

（１０）－２ 運営費交付金収益 

（単位：円） 

区   分 
2007 年度 

交 付 分 

2008 年度 

交 付 分 

2009 年度 

交 付 分 
合  計 

期間進行基準 － － 1,037,653,569 1,037,653,569 

費用進行基準 15,848,447 15,801,936 122,873,000 154,523,383 

合  計 15,848,447 15,801,936 1,160,526,569 1,192,176,952 
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（１１）地方公共団体等からの財源措置の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１２）役員及び教職員の給与の明細 

（単位：円、人） 

区 分 
報酬又は給与 退職給付 

支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 

常 勤 57,532,079 ４ － － 

非常勤 248,340 ２ － － 

計 57,780,419 ６ － － 

教職員 

常 勤 1,173,901,728 １２０ 138,674,936 ６ 

非常勤 249,956,637 １７８ － － 

計 1,423,858,365 ２９８ 138,674,936 ６ 

 計 

常 勤 1,231,433,807 １２４ 138,674,936 ６ 

非常勤 250,204,977 １８０ － － 

計 1,481,638,784 ３０４ 138,674,936 ６ 

 

 （注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学役員報酬規程」及び「公立大学法人神戸市外国語大学役員退職手当規程」に

基づき支給しています。 

 （注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学職員給与規程」、「公立大学法人神戸市外国語大学契約職員就業規則」、「公立

大学法人神戸市外国語大学非常勤講師就業規則」、「公立大学法人神戸市外国語大学パート職員就業規則」及び

「公立大学法人神戸市外国語大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。 

（注３）支給人員については、平均支給人員で記載しています。 

 （注４）支給額には、法定福利費、退職給付引当金繰入額、賞与引当金繰入金及び神戸市からの派遣職員に係る退職給

付負担金拠出額は含めていません。 

 

 

（１３）開示すべきセグメント情報 

  単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略しています。 
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（１４）業務費及び一般管理費の明細 

（単位：円） 

教育経費       

  消耗品費   9,539,768    

  備品費   1,150,951    

  印刷製本費   3,450,111    

   水道光熱費   20,213,804    

旅費交通費   257,630    

通信運搬費   1,994,830    

賃借料   5,404,980    

福利厚生費   2,162,400    

保守管理委託費   9,689,785    

修繕費   4,614,945    

広告宣伝費   103,500    

行事費   1,197,000    

諸会費   552,975    

会議費   57,200    

報酬・委託・手数料   17,010,642    

奨学費   35,856,675    

減価償却費   37,455,546    

雑費   6,979,732  157,692,474  

研究経費       

消耗品費   8,668,384    

備品費   3,524,607    

印刷製本費   1,234,543    

   水道光熱費   7,432,276    

旅費交通費   17,570,372    

通信運搬費   151,410    

保守管理委託費   177,317    

修繕費   199,978    

諸会費   556,800    

報酬・委託・手数料   360,000    

減価償却費   3,493,792    

雑費   138,172  43,507,651  

教育研究支援経費       

消耗品費   18,585,992    

備品費   16,477,230    

印刷製本費   165,236    

図書費   1,844,999    

   水道光熱費   5,713,270    

通信運搬費   16,400    

保守管理委託費   429,142    

修繕費   259,886    

諸会費   107,500    

報酬・委託・手数料   8,755,917    

減価償却費   13,660,380    

雑費   29,738,058  95,754,010  

受託事業費     390,494  

役員人件費       

報酬   57,780,419    

法定福利費   8,508,687  66,289,106  

教員人件費       

 常勤教員人件費       

給料 668,476,699      
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賞与 225,231,147      

退職給付費用 141,007,076      

法定福利費 159,166,492  1,193,881,414    

 非常勤教員人件費       

給料 130,251,055      

法定福利費 2,038,512  132,289,567  1,326,170,981  

職員人件費       

 常勤職員人件費       

給料 215,307,033      

賞与 64,886,849      

賞与引当金繰入額 21,338,054      

退職給付費用 16,622,658      

法定福利費 31,206,673  349,361,267    

 非常勤職員人件費       

賃金 96,861,402      

賞与 22,844,180      

法定福利費 15,861,264  135,566,846  484,928,113  

一般管理費       

 消耗品費   11,562,186    

 備品費   1,843,498    

 印刷製本費   4,428,437    

 水道光熱費   6,408,719    

 旅費交通費   5,654,330    

 通信運搬費   5,814,718    

 賃借料   4,412,945    

 福利厚生費   3,388,986    

 保守管理委託費   8,093,148    

 修繕費   6,127,746    

 損害保険料   1,401,336    

 広告宣伝費   510,600    

 交際費   101,410    

 諸会費   1,554,210    

 報酬・委託・手数料   88,999,505    

 租税公課   537,000    

 減価償却費   16,505,828    

 雑費   5,160,720  172,505,322  
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（１５）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（１５）－1 現金及び預金の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

現金 32,470  

普通預金 445,016,458  

郵便振替口座 3,132,035  

定期預金 500,000,000  

計 948,180,963  

 

 

（１５）－２ 資産見返物品受贈額の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

構築物 30,045,621  

工具器具備品 23,948,342  

ソフトウェア 6,512,858  

図書 1,667,522,328  

計 1,728,029,149  

 

 


